
令和  年（    年） 月 日   

再委託申出書 

  （あて先）札幌市長 

 住所 

 商号又は名称 

 職・氏名 

業務名              

履行期間 令和  年 月 日から令和  年 月 日まで 

業務概要  

再委託先の称号又は

名称（職・氏名含む）

及び住所 

再委託を行う役務の

範囲 

再委託先が裏面事項に該当するものでないことを申し添えます。 



裏面 

１ 契約を締結する能力を有しない者及び破産者で復権を得ない者でないこと。 

２ 地方自治法施行令（昭和 22 年政令第 16 号）第 167 条の４第２項各号のいずれ

かに該当する者及びその者を代理人、支配人その他の使用人又は入札代理人とし

て使用する者で、その事由の発生の日から申出日までにおいて３年を経過しない

者でないこと。 

３ 不渡手形又は不渡小切手を発行して、銀行当座取引を停止された者で、２年を

経過しない者でないこと。 

４ 札幌市暴力団の排除の推進に関する条例（平成 25 年条例第６号）に基づき札

幌市が発注する建設工事その他の事務又は事業の執行により暴力団の活動を助

長し、又は暴力団の運営に資することのないように、暴力団員及び暴力団関係事

業者を入札、契約等から排除していることを承知していること。 

５ 次に掲げる者のいずれにも該当せず、また、今後もこれらの者に該当すること

のないこと。 

⑴ 役員等（申出者が個人である場合にはその者を、申出者が法人である場合に

はその役員又はその支店若しくは営業所（常時契約を締結する事務所をいう。）

の代表者、申出者が団体である場合は代表者、理事等をいう。以下同じ。）が

暴力団員（札幌市暴力団の排除の推進に関する条例第２条第２号に規定する暴

力団員をいう。以下同じ。）であると認められる者。 

⑵ 暴力団（札幌市暴力団の排除の推進に関する条例第２条第１号に規定する暴

力団をいう。以下同じ。）又は暴力団員が経営に実質的に関与していると認め

られる者。 

⑶ 役員等が自己、自社若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は第三者に損

害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用するなどしたと認められ

る者。 

⑷ 役員等が、暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与す

るなど直接的あるいは積極的に暴力団の維持、運営に協力し、若しくは関与し

ていると認められる者。 

⑸ 役員等が暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有している

と認められる者。 


